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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、経営の透明性及び効率性を確保し、株主の皆様をはじめとするステークホルダーの信頼をより高め 、社会に貢献し

ていくため、コーポレート・ガバナンスを整備・拡充することが、経営上の重要な課題の一つであると考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則４－１－２】

　当社では、対外的に公表できる形での中期経営計画を策定しておりませんが、中期経営計画につきましては引き続き早期の公表に向け取り組
み中です。

　取締役会では、中期経営計画の重要性を認識しており、その実現に向けて最善の努力を行っております。中期経営計画と実績との乖離が生じ
た場合には、原因を分析し、必要に応じて次期以降の計画の見直し及び必要な対策を行っております。

　中期経営計画の公表後は、このような見直しや対策についても、当社ホームページ等を通じて株主に対して説明を行う予定です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４ 政策保有株式】

　当社は、「上場会社の政策保有株式に関する基本方針」を定め、取引先との良好な関係の維持、取引の発展を図る目的で取引先の株式を保有
しております。

　保有の目的、保有に伴う便益・リスク、資本コストに見合っているかについては、毎年、財務部門、事業部門の検討を経て、取締役会で個別の銘
柄毎に検証し、保有の適否を判断しております。

　当該取引先との取引状況や当社の事業戦略等の観点を考慮し、かつ保有する株式の年間投資利回りや配当利回りと当社の資本コストを比較・
検証し、必要に応じて政策保有株式を縮減することとしております。

　保有株式の議決権については、「議決権行使に関する基準」に従い、長期的な企業価値向上及び当社との関係強化の観点から適切に判断し、
行使します。発行会社の株主価値を毀損するような議案については、反対票を投じることを検討します。

　＜上場会社の政策保有株式に関する基本方針＞

　　１．保有の目的

　　　　当社は、持続的な成長および長期的な企業価値の向上を図る目的から、取引先との良好な関係の維持、取引の発展を図るために株式を

　　　　保有する。

　　２．保有の適否の検証

　　　　当社は、上記１に基づき保有する株式の保有の適否を、リターンとリスク等を踏まえた中長期的な経済合理性や将来性をみて定期的に検　

　　　　証する。この検証は、取引先との取引状況および当社の事業戦略等が考慮され、保有する株式の年間投資利回りおよび配当利回りに対　

　　　　する当社の資本コストの比較等により実施される。

　　３．取締役会による検証

　　　　取締役会は、全上場株式について、個別に上記２の検証を行う。

　　　　上場株式以外の株式については、推進機構担当役員が上記２の検証を行う。

　＜議決権の行使に関する基準＞

　　１．行使の方針

　　　　当社が保有する上場株式の議決権については、当社の中長期的な企業価値の向上、および当社と取引先との良好な関係の維持・発展の

　　　　観点から適切に判断し行使する。

　　２．行使の基準

　　　　各議案の賛否については、各議案の精査に加え、株主利益向上への取組み、コーポレートガバナンスの状況等を踏まえ、総合的に判断す

　　　　る。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

　当社が当社役員と取引を行う場合には、法令及び「取締役会規則」等に基づき、当該取引につき取締役会の承認を要することとしております。

　当社が主要株主等との取引を行う場合には、「取締役会規則」及び「職務権限規程」等に基づき、取引の重要性の高いものについては、取締役

会の承認を要することとしております。

　なお、当社役員や主要株主等との取引の条件等については、会社及び株主共同の利益を害することのないように、一般の取引と同様に決定す

ることとしております。

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業年金基金の運用及び管理は、人事部門や経理・財務部門が関与し、資産運用委員会を設置し実施しております。

　その運用及び管理の方針及び状況については、定期的に取締役会へ報告されております。

　また、当社と企業年金の受益者との間において利害相反が生じる可能性がある場合には、適切な手続を実施することにより、管理することとして
おります。



【原則３－１ 情報開示の充実】

（１）経営理念や経営戦略、経営計画

　当社の経営理念及び社是については、毎年発行している「コーポレートレポート」に記載しております。当社のホームページに掲載しておりますの
でご参照ください。

　また、年度の経営計画については、有価証券報告書等によって開示・公表しておりますので合わせてご参照ください。

　＜コーポレートレポート＞

　http://www.daicolor.co.jp/csr/report/index.html

　＜有価証券報告書＞

　http://www.daicolor.co.jp/ir/library/report/index.html

　なお、経営理念は、2016年１月１日をもって「企業理念」として次の内容に変更しております。

　　＜企業理念＞

　　・人に興味を持とう

　　・新しいことに興味を持とう

　　・未来に興味を持とう

　　＜行動指針＞

　　人間は面白い。

　　その面白い人間が作っているのが企業であり、また顧客である。

　　全ての経済原則、経営理論は、人の行動原理に基本がある。

　　人に興味を持とう。

　　新しいことはワクワクする。

　　技術革新や商品開発は顧客や市場を開拓すると同時に、人間も活性化する。

　　新しいことに興味を持とう。

　　未来を考えることは楽しい。

　　未来は子供たちのものだ。

　　未来を考えれば、人も企業も自分だけでは生きて行けないことが分かる。

　　顧客の発展が無ければ、当社は富んでも長続きしない。

　　更に、社会に生かされなければ、人も企業も存続し得ない。

　　未来に興味を持とう。

　-----

　一方、当社には1968年に制定した、社是「必達」が存在します。

　上記の企業理念と共に、歴史ある社是「必達」を誇りを持って遵守しております。

　　＜必達＞

　　私たちはカラーエイジを担う大日精化の社員として＜必達＞の社是のもとに誇りを持って仕事をすすめよう

　　　１．仕事は必ず目標を立てこれを必達しよう

　　　１．正しい製品知識を身につけ製品普及のチャンスを積極的に求めよう

　　　１．仕事を通じ製品を通じて会社の信用を更に高めよう

　　　１．社会人として常に教養を高め反省を深める機会を持とう

　　　１．仕事を通じて社会に貢献し大日精化を最高の企業体としよう

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、コーポレートガバナンスに関する報告書Ｉの「１．基本的な考え方」に記載しておりま

す。また、当社のコーポレートガバナンスに関する基本方針については、以下のとおりです。

　＜コーポレートガバナンスに関する基本方針＞

　　　当社は、当社の取締役会決議に基づき、当社の持続的な成長及び長期的な企業価値の向上を図る観点から、意思決定の透明性・公平性を

　　確保するとともに、保有する経営資源を十分有効に活用し、迅速・果断な意思決定により経営の活力を増大させることが最良のコーポレートガ

　　バナンスの基本であるとの認識のもとで、下記の基本的な考え方に則り、コーポレートガバナンスの充実に取り組むこととしております。

　　　１．株主の権利を尊重し、どの株主もその持分に応じて平等に扱い、株主間で情報その他の分野における格差が発生しないように努めるこ

　　　　　ととする。

　　　２．株主のみならず、当社の従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会その他のさまざまなステークホルダーの利益を考慮し、それらステー

　　　　　クホルダーと適切に協働する。

　　　３．会社情報を適切に開示することとし、常に透明性を確保することとする。

　　　４．独立社外取締役が、当社の取締役会のみならず、社外役員を主要な構成員とする諮問委員会、社外役員全員で構成される社外役員連

　　　　　絡会を通じて、当社業務執行の監督機能を実効化する。

　　　５．上記１に配慮しながら、株主との間で、積極的・建設的な対話の機会を持つ。

（３）取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続

　コーポレートガバナンスに関する報告書ＩＩの「１. 機関構成・組織運営等に係る事項」【取締役報酬関係】内、「報酬の額又はその算定方法の決定

方針の有無」に記載しております。

　「報酬の額又はその算定方法の決定方針の有無」については以下のとおりです。

　＜報酬の額又はその算定方法の決定方針の有無＞

　　　役員の報酬は、以下のように業績、職能、職務、経験、見識を勘案し、従業員に対する処遇との整合性を考慮した適切な水準に基づき支給

　　することを基本としております。

　　　１．取締役の報酬

　　　　　(1)　株主総会の決議により取締役の報酬総額を定める。

　　　　　(2)　会社の業績、経営内容、経済情勢等を考慮して、当該報酬総額の限度内で、各取締役の報酬を次のように決める。

　　　　　　　一　各取締役の役位の決定

　　　　　　　　　　各取締役の業績に対する貢献度等を勘案し、代表取締役社長が必要に応じて社外役員を主要な構成員とする諮問委員会を経

　　　　　　　　　　て、取締役会に提案し、取締役会で決定する。



　　　　　　　ニ　職階の決定

　　　　　　　　　　各役位の職階につき、代表取締役社長は必要に応じて社外役員を主要な構成員とする諮問委員会を経て各取締役の業績に対

　　　　　　　　　　する貢献度等から各取締役の職階を決定する。

　　　　　　　三　報酬額

　　　　　　　　　　「役員報酬規程」に基づき、役位ごとの職階に応じた報酬を支給する。

　　　２．監査役の報酬

　　　　　　(1)　株主総会の決議により監査役の報酬総額を定める。

　　　　　　(2)　会社の業績、経営内容、経済情勢等を考慮して、当該報酬総額の限度内で、各監査役の報酬は、上記により決めた取締役の報酬

　　　　　　　　　も参考にしつつ、監査役の協議により決定する。

（４）取締役・監査役候補の指名及び経営陣幹部の選任及び解任と手続

　　１．取締役候補の指名及び経営陣幹部の選任及び解任並びに手続

　　　　　当社は、経営幹部や取締役にふさわしい者は、以下の基準を満たすものであると考えております。

　　　　　　一　取締役としての職務執行に影響を及ぼすような利害関係等を有していないこと

　　　　　　ニ　取締役としての職務執行に高いバイタリティを有していること

　　　　　　三　高い人望、品格、倫理観を有していること

　　　　　　四　高い経営的知識を有し、客観的判断能力、先見性等に優れていること

　　　　　　五　その他、コーポレートガバナンス構築の観点から取締役に求められる資質を有していること

　　　　　併せて、社外取締役においては、上記基準に加えて、別途以下の基準を満たすことを条件としております。

　　　　　　一　出身の各分野において高い見識を有していること

　　　　　　ニ　独立した立場から、取締役会における意思決定にあたり、妥当性、適正性の観点から適確な助言、提言ができること

　　　　　　三　社外取締役の独立性確保のための基準を満たしていること（【原則４－９】をご参照ください。）

　　　　　取締役候補の指名、経営陣幹部の選任及び解任は、必要に応じて、社外役員を主要な構成員とする諮問委員会を開催し、上記基準に照

　　　　らした審議を経て、取締役会に具申され、取締役会が決議します。

　　２．監査役候補の指名方針と手続

　　　　　当社は、監査役としてふさわしい者は、以下の基準を満たすものであると考えております。

　　　　　　一　監査役としての職務執行に影響を及ぼすような利害関係等を有していないこと

　　　　　　ニ　監査役としての職務執行に高いバイタリティを有していることと同時に、監査品質向上に向けて自己研鑽に努めることができること

　　　　　　三　高い人望、品格、倫理観を有していること

　　　　　　四　財務・会計に関する適切な知見を有し、経営的知識、客観的判断能力等に優れていること

　　　　　　五　その他、コーポレートガバナンス構築の観点から監査役に求められる資質を有していること

　　　　　併せて、社外監査役においては、上記基準に加えて、別途以下の基準を満たすことを条件としております。

　　　　　　一　出身の各分野において高い見識を有していること

　　　　　　ニ　独立した立場から、取締役会における意思決定にあたり、妥当性、適正性の観点から適確な助言、提言ができること

　　　　　　三　社外監査役の独立性確保のための基準を満たしていること（【原則４－９】をご参照ください。）

　　　　　監査役候補の指名は、必要に応じて、社外役員を主要な構成員とする諮問委員会を開催し、上記基準に照らした審議を経て、

　　　　候補者を監査役会に提案し、監査役会による同意を得ることとなっております。その後、取締役会に具申され、取締役会が決議します。

（５）取締役及び監査役の個々の選解任にあたっての説明

　取締役・監査役の個々の選任にあたっての説明については、当社のホームページに掲載しております株主総会招集ご通知をご覧ください。

【補充原則４－１－１】

　株主からの付託を受け適切に意思決定すること及び企業戦略の方向性策定、リスクテイクを支える環境整備、経営陣に対する実効性の高い監

督機能を重視することを取締役会の役割として、「取締役会規則」及び「職務権限規程」等を制定し、取締役会自身として何を判断・決定するのか

明確化するとともに、その他については、経営陣へ委任しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　社外役員の独立性判断基準は、以下の通りです。社外役員の資質については、【原則３－１（４）】をご参照ください。

　＜独立社外役員独立性判断基準＞

　　　以下のいずれにも該当しない者

　　　　１．当社の主要な取引先（※）又は当社を主要な取引先とする者の業務執行者（役員、部長クラス、以下同じ。）

　　　　　　※主要な取引先とは、次の一、ニのいずれかに該当する取引先をいう。

　　　　　　　　一　当社の年間連結売上高に占めるその取引先への売上高が２％超であること。

　　　　　　　　ニ　その取引先との取引内容が、当社の事業活動に欠くことのできないような商品・役務の提供であること。

　　　　２．当社から役員報酬以外の多額（年間1000万円以上）の報酬を受けるコンサルタント、弁護士、公認会計士（その報酬を得ている者が法

　　　　　　人、組合等の団体である場合は、その団体に所属する弁護士、公認会計士）

　　　　３．上記１又は２に最近において（※）該当していた者

　　　　　　　※「最近において」とは、その独立役員を社外役員として選任する株主総会の議案の内容が決定された日から現在までの期間をいう。

　　　　４．以下の者の近親者（配偶者又は二親等内若しくは同居の親族）

　　　　　　　　a.上記１から３の者

　　　　　　　　b.子会社の業務執行者（社外監査役については、子会社の業務執行者でない取締役を含む。）

　　　　　　　　c.最近においてその会社又は子会社の業務執行者（社外監査役については、業務執行者でない取締役を含む。）に該当していた者

　　　　５．上記１から４のほか、独立役員としての職務を果たせないと合理的に判断される事情を有している者

【補充原則４－11－１】

　取締役会は、推進機構、事業機構、技術機構、生産機構の出身者をそれぞれ選任することで、構成員の知識・経験・能力、多様性及び規模に関
してバランスを図っております。

　さらに、社外取締役を２名選任することで取締役会の意思決定機能や監督機能に一層の客観性を確保しております。



　なお、女性社員の十分な採用と管理職層への登用及び海外における各製造・販売拠点の採用・管理職層への登用は、引き続き積極的に実施し
ていくこととしており、今後、ジェンダーや国際性の面にも踏み込んだ多様性と適正規模を両立させることといたします。

　取締役の選任にあたっては、【原則３－１－４】に記載している「取締役選任基準」に基づきつつ、知識・経験・能力のバランス、多様性を考慮し、
個々の取締役を選任しております。

　また監査役の選任にあたっては、【原則３－１－４】に記載している「監査役選任基準」に基づきつつ、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法
務に関する知識を有する者を選任しております。また、財務・会計に関する十分な知見を有する税理士を社外監査役として選任しております。

【補充原則４－11－２】

　現在、当社の取締役及び監査役において、他の上場会社の役員を兼任している者はおりません。

【補充原則４－11－３】

　分析・評価とその結果の概要は以下のとおりです。

　当社取締役会は、２名の社外取締役を加え、取締役会の判断や会議の運営など、取締役会の実効性を確保しております。また、社外役員を主
要な構成員とする諮問委員会及び社外役員全員で構成される社外役員連絡会を設置し、その意見・要望を取締役会に取り入れることで、さらにそ
の実効性を高めております。

　取締役会全体の実効性について、具体的には、以下の方法により確保しております。

　　　１．月１回の開催を原則とし、重要案件の審議に時間を多く割く等、メリハリを利かせつつ、タイムリーな運営をしている。

　　　２．取締役会において、事業計画等の結果分析を十分に行っている。

　　　３．必要に応じて、取締役会の審議に必要な資料を、適切な内容及び分量にまとめ、事前に役員に配布・説明することで、取締役会では十分

　　　　　な審議時間を確保できている。

　　　４．取締役会では、決議した案件の経過・結果の報告が適宜行われ、職務執行状況の監視・監督が適切に行われている。

【補充原則４－14－２】

　当社の取締役・監査役のトレーニングの基本方針は以下のとおりです。

　新任者については、経営者として習得しておくべき役割及び善管注意義務・忠実義務をはじめとする法的知識を含めた責務に関する理解促進

を図っております。

　さらに、社外取締役・社外監査役については、会社の事業や機能等を理解していただくための説明を行っております。

　また、就任後は、知識更新の機会を適切に提供すべく、職務関連の各種セミナー資料の配付・回覧や取締役会時での職務関連動向の説明を

必要に応じて行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針は以下の通りです。

　　(1)　当社は、IR担当役員を選任するとともに、社長室、経理・財務本部、事業管理本部、総務・人事本部、広報本部、CSR推進部等が連携して

　　　　　IR活動を積極的に実施しております。

　　(2)　社内のIR関連部門は、株主との建設的な対話に資するよう、開示資料の作成や必要な情報の共有を図っております。

　　(3)　個別面談以外の方法として、投資家からの意見・要望に配慮して「コーポレートレポート」を毎年作成することなどにより、開示内容の充実

　　　　　をはかっております。

　　(4)　対話において把握した株主の意見は、必要に応じて、取締役会で報告することにより経営陣および関連部門へフィードバックする体制を整

　　　　　備しております。

　　(5)　決算発表前の一定期間については、投資家との対話が行われることのないよう、IR活動を制限しております。また、インサイダー情報の管

　　　　　理については、「インサイダー取引防止規程」に基づき、情報管理の徹底をはかっております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社三井住友銀行 882,400 4.75

三井生命保険株式会社 654,600 3.53

株式会社三菱Ｕ Ｆ Ｊ 銀行 601,000 3.24

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 595,200 3.21

株式会社みずほ銀行 580,600 3.13

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 564,400 3.04

みずほ信託銀行株式会社 520,000 2.80

大日精化従業員持株会 444,267 2.39

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 371,000 2.00

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 364,474 1.96

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

瀧野　裕之 他の会社の出身者 ○

山田　恒太郎 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

瀧野　裕之 ○

瀧野裕之氏は、当社が製品の販売や原
材料を購入する取引先会社の代表者です
が、当該会社との取引実績（2018年３月期
実績）は、当社の売上高に占める当該会
社への売上高は２％未満であり、取引内
容は当社の事業活動に欠くことのできな
いような商品・役務の提供ではありませ
ん。その性質、規模に照らして、当該会社
は、当社の主要取引先に該当しません。

したがって、同氏は一般株主と利益相反
が生じるおそれはないものと考えます。

企業経営者として、社外取締役として豊富な経
験と幅広い見識を活かし、取締役会の監督機
能強化など、当社経営体制の一層の強化・充
実を図ることを期待できる人材であります。ま
た、当社が定める「取締役選任基準」及び「独
立社外役員独立性判断基準」を満たしており、
一般株主と利益相反の生じるおそれがないと
判断し、独立役員として届け出ております。



山田　恒太郎 ○

山田恒太郎氏は、当社が工場の建設や
設備の設置等を発注している取引先会社
の業務執行者の出身ですが、2013年３月
に当該会社を退職し、現在に至っておりま
す。

したがって、同氏は一般株主と利益相反
が生じるおそれはないものと考えます。

企業経営に関する豊かな経験と高い見識に基
づき、広範で、かつ高度な視点から当社の企業
活動に有益なアドバイスが期待できる人材であ
ります。また、当社が定める「取締役選任基準」
及び「独立社外役員独立性判断基準」を満たし
ており、一般株主との利益相反が生じるおそれ
はないものと判断し、独立役員として届け出て
おります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 5 0 1 2 0 2 なし

報酬委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 5 0 1 2 0 2 なし

補足説明

１．当社は、指名・報酬をはじめとする特に重要な事項を取締役会に上程するに当たっては、必要に応じて社外役員を主要な構成員とする諮問委

　　員会に諮ることにより、リスクテイクを支える健全な環境及び公正かつ透明性のある体制を整備しております。

２．諮問委員会は、社外取締役、社外監査役、代表取締役社長を構成員として必要に応じて開催することとしております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役と内部監査部門との連携は、両者は互いの監査計画を基に監査の進捗状況を確認し、また内部統制の体制整備及び運用状況の監査で
連携し、適宜会合を持って、情報の共有化に努め、業務監査の効率性を高めております。

　監査役と会計監査人との連携について両者は四半期及び期末、その他必要に応じて会合を開催し、監査役の監査計画と会計監査人の監査計
画を基に、お互いの監査の状況を確認すると共に、会計監査人の監査実績、内部統制の整備・運用の監査、重要な会計基準の変更、重要な事実
の有無等について相互に意見・情報交換及び内容確認を行っております。社外監査役も会計監査人との定期的会合等に出席し、発言をして、連
携を強めております。

　会計監査人と内部監査部門の連携については、会計監査人は内部監査室から監査計画と監査実績について適宜報告を受けております。この
ほかにも両者は必要に応じて、適宜情報交換を行い、監査機能の充実に努めております。

　監査役、会計監査人、内部監査部門は、内部統制関連部門である財務報告に係る内部統制委員会との間で、年度目標の立案と進捗状況等に
関して情報の共有化を図り、業務の適法性及び適正性、効率性等を確保する機能に対して監査機能の充実に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

永島　一夫 他の会社の出身者 △

伊東　君男 税理士 △



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

永島　一夫 ○

永島一夫氏は、当社が製品の販売や原
材料を購入する取引先会社の出身です
が、2014年３月に当該会社を退職し現在
に至っております。

したがって、同氏は一般株主と利益相反
が生じるおそれはないものと考えます。

有識者でありステークホルダーの立場に立った
公正で透明性の高い監査が期待できる人材で
あります。また、独立性の基準として取引所が
規定する項目に該当するものはなく、当社が定
める「監査役選任基準」及び「独立社外役員独
立性判断基準」を満たしておりますので、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員として届け出ております。

伊東　君男 ○

税理士である伊東君男氏と当社は、顧問
税理士契約を結んでおりましたが、2017
年４月に当社の税務顧問を退任しており
ます。

したがって、同氏は一般株主と利益相反
が生じるおそれはないものと考えます。

有識者でありステークホルダーの立場に立った
公正で透明性の高い監査が期待できる人材で
あります。また、独立性の基準として取引所が
規定する項目に該当するものはなく、当社が定
める「監査役選任基準」及び「独立社外役員独
立性判断基準」を満たしておりますので、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員として届け出ております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外取締役及び社外監査役をすべて独立役員に指定しております。

社外役員の独立性判断基準は、以下の通りです。

　＜独立社外役員独立性判断基準＞

　　　以下のいずれにも該当しない者

　　　　１．当社の主要な取引先（※）又は当社を主要な取引先とする者の業務執行者（役員、部長クラス、以下同じ。）

　　　　　　※主要な取引先とは、次の一、ニのいずれかに該当する取引先をいう。

　　　　　　　　一　当社の年間連結売上高に占めるその取引先への売上高が２％超であること。

　　　　　　　　ニ　その取引先との取引内容が、当社の事業活動に欠くことのできないような商品・役務の提供であること。

　　　　２．当社から役員報酬以外の多額（年間1000万円以上）の報酬を受けるコンサルタント、弁護士、公認会計士（その報酬を得ている者が法

　　　　　　人、組合等の団体である場合は、その団体に所属する弁護士、公認会計士）

　　　　３．上記１又は２に最近において（※）該当していた者

　　　　　　　※「最近において」とは、その独立役員を社外役員として選任する株主総会の議案の内容が決定された日から現在までの期間をいう。

　　　　４．以下の者の近親者（配偶者又は二親等内若しくは同居の親族）

　　　　　　　　a.上記１から３の者

　　　　　　　　b.子会社の業務執行者（社外監査役については、子会社の業務執行者でない取締役を含む。）

　　　　　　　　c.最近においてその会社又は子会社の業務執行者（社外監査役については、業務執行者でない取締役を含む。）に該当していた者

　　　　５．上記１から４のほか、独立役員としての職務を果たせないと合理的に判断される事情を有している者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他



該当項目に関する補足説明

取締役の報酬については、当社業績及び株式価値の連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲を高めること、
及び株主との価値共有を進めることを目的に、役員賞与制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

社内取締役、常勤監査役及び社外役員の別に各々の総額を開示しております。

なお、当社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額は以下の通りです。

取締役（社外取締役を除く）総額203百万円（基本報酬額186百万円、退職慰労金17百万円）員数７名

監査役（社外監査役を除く）総額32百万円（基本報酬30百万円、退職慰労金２百万円）員数３名

社外役員 総額29百万円（基本報酬26百万円、退職慰労金２百万円）員数５名

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　役員の報酬は、以下のように業績、職能、職務、経験、見識を勘案し、従業員に対する処遇との整合性を考慮した適切な水準に基づき支給する

ことを基本としております。

　１．取締役の報酬

　　　(1)　株主総会の決議により取締役の報酬総額を定める。

　　　(2)　会社の業績、経営内容、経済情勢等を考慮して、当該報酬総額の限度内で、各取締役の報酬を次のように決める。

　　　　　一　各取締役の役位の決定

　　　　　　　　各取締役の業績に対する貢献度等を勘案し、代表取締役社長が必要に応じて社外役員を主要な構成員とする諮問委員会を経て、

　　　　　　　　取締役会に提案し、取締役会で決定する。

　　　　　ニ　職階の決定

　　　　　　　　各役位の職階につき、代表取締役社長は必要に応じて社外役員を主要な構成員とする諮問委員会を経て各取締役の業績に対する

　　　　　　　　貢献度等から各取締役の職階を決定する。

　　　　　三　報酬額

　　　　　　　　「役員報酬規程」に基づき、役位ごとの職階に応じた報酬を支給する。

　　２．監査役の報酬

　　　　　(1)　株主総会の決議により監査役の報酬総額を定める。

　　　　　(2)　会社の業績、経営内容、経済情勢等を考慮して、当該報酬総額の限度内で、各監査役の報酬は、上記により決めた取締役の報酬も

　　　　　　　　参考にしつつ、監査役の協議により決定する。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社は、独立社外者による円滑かつ十分な情報交換・認識共有を図るために、社外役員を主要な構成員とする諮問委員会及び社外役員全員

で構成される社外役員連絡会を設置しております。

　また、諮問委員会及び社外役員連絡会を実効的なものとするため、社長室が事務局となり、社外役員をサポートすることとしております。

　社外取締役の当社における業務をサポートするにあたっては、まず、社長室が窓口となり、社外取締役が情報収集等を行うにあたっての支援を

行うと同時に、社外取締役が社内取締役を通じて、あるいは直接使用人に対して、報告を求めることができることとしております。

　また、監査役及び監査役会の職務を補助するものとして兼務者３名のスタッフを配置しており、社外監査役の求めに応じて業務補佐を行ってお

ります。

　また、月度定例および必要な都度開催する監査役会において、取締役会・監査役会の議題、その他重要案件につき、必要な情報や資料を共有

し、月次監査調書にもとづいて、常勤監査役が監査役監査の実施状況および結果について報告を行うことにより、監査役会としての承認を得てお
ります。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等



氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

高橋　靖 名誉会長
社会貢献活動、経験及び知見に
基づく助言活動

非常勤・報酬有 2015/6/26
委嘱期間１年（更
新有）

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

・名誉会長の委嘱は、取締役会にて決議しております。

・名誉会長は、当社の経営に関する意思決定には関与しておりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１　取締役会

　2018年12月12日現在、８名の取締役（社外取締役2名含む）からなり、当社グループの経営に関する重要な意思決定と業務執行の監督を行って
おります。

尚、取締役会には監査役が出席し、適宜意見を述べております。

２　諮問委員会

　社外取締役、社外監査役、代表取締役社長からなり、取締役会の運用評価や、取締役を評価するに当たり、第三者である社外役員と率直に意
見交換する場として代表取締役社長が招集し、評価の透明性、客観性を確保しております。

３　社外役員連絡会

　社外取締役、社外監査役全員からなり、当社グループの経営、監督に関する特定情報について共有する場として、社外役員が独立した立場で
情報交換を行っております。

４　常務会

　グループ全体の基本戦略の検討、考案の場として、経営トップ及び関係する取締役の参加により適宜開催しております。

５　損益管理委員会

　資金計画、事業計画、人事政策、技術戦略、設備計画、資材調達を職能とする機構組織部門の長、および社長室室長を常任委員とし、当社グ
ループの中期計画、予算および設備投資に関する審議、事業計画の損益管理を行っております。案件により事業部、事業所代表者を招集する
等、機動的に審議を行っております。

６　幹部連絡会

　業務を分掌・管理する各々の機構組織部門の長に対し意思決定の周知徹底と、意思決定に対する各組織単位の執行方針の確認を行うほか、
各組織単位から業務執行の状況の報告を受け、適正性の検証を行っております。

７　監査役会

　当社は監査役会設置会社の形態を採用しております。監査役会は４名の監査役（うち社外監査役２名）からなり、法令・定款に従い監査役会の
監査方針と年度監査計画を定めるとともに、取締役会等の重要な会議へ出席（発言を含む）し、議事録・稟議書等の重要書類の閲覧等により、取
締役の職務の執行状況を監査して、各監査役の監査報告に基づき監査意見を表明しております。

　監査役会は内部監査室および会計監査人と、定期的に情報交換を行って、組織的かつ効率的な監査を実施しております。また、代表取締役社
長との定期会合をもち、経営方針を確認するとともに、監査上の重要課題等について意見を交換しております。

８　内部監査室

　内部監査の独立部門として、業務に精通し高度な専門知識を持ったスタッフにより構成され、業務を合法性と合理性の観点から客観的に検証・
評価を行っております。

　また、内部統制管理を主体とする「CSR・リスク管理推進本部」と情報の共有化を図り、内部監査機能の充実に努めております。

　内部監査室では、代表取締役社長との定期会合を持ち、内部監査報告を行っております。

９　独立会計監査人

　監査法人保森会計事務所と監査契約を締結し、監査法人は公正不偏の立場で監査を実施しております。当社の会計監査業務を執行した公認
会計士は横山博氏及び若林正和氏です。当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士８名であります。

10　CSR・リスク管理推進本部

　グループ全体の課題をコンプライアンス体制、リスク管理体制の視点で管理する「コンプライアンス部会」、「リスク管理部会」と、財務報告の適正
性、環境保護、安全衛生、化学物質管理、安全輸出、品質管理の視点で管理する「財務報告に係る内部統制委員会」、「環境委員会」、「全社安全
衛生委員会」、「化学物質管理委員会」、「輸出管理委員会」、「品質管理委員会」とのマトリクス組織から構成され、各部会および各委員会からの
情報は適宜、事務局である「CSR推進部」が取り纏め、内部監査室と共有し、取締役会に報告する仕組みを取っております。

11　企業経営及び日常業務に関して法律上の判断を必要とする場合には、随時法律事務所にアドバイスを受ける体制をとっております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役会設置会社の形態を採用し、任意に独立社外取締役を複数名選任することによって、監査・監督機能の実効性を確保しておりま

す。また、独自に社外役員を主要な構成員とする諮問委員会及び社外役員全員で構成される社外役員連絡会を設置することで、公正さと透明性

を担保することとしております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社では、担当部署による招集通知の作成、印刷会社や証券代行機関等による十分な
チェックを経た上で、株主総会開催日の３週間前までに株主総会招集通知を発送するとと
もに、発送日までの間に東京証券取引所のウェブサイトに掲載しております。

その他 当社ホームページに招集通知、決議通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページにおいて、決算情報（有価証券報告書・決算短信・英文決

算短信等）、決算情報以外の適時開示情報、招集通知、IRカレンダー等を掲

載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
当社は、IR担当役員を選任するとともに、社長室、経理・財務本部、事業管理
本部、総務・人事本部、広報本部、CSR推進部等が連携してIR活動を積極的に
実施しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社グループの活動については、毎年コーポレートレポートとして公表し、ホームページに
掲載しております。

http://www.daicolor.co.jp/csr/report/index.html



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、経営の有効性と効率性並びに透明性を確保し、企業倫理の高揚、法令遵守・リスク管理等の充実を図るためには、当社グ
ループの実情に適した内部統制システムの構築・整備及び運用が必要であると認識しております。

　2012年に設置した「CSR・リスク管理推進本部」及びその構成組織である「財務報告に係る内部統制委員会」、「環境委員会」、「全社安全衛生委
員会」、「化学物質管理委員会」、「輸出管理委員会」、「品質管理委員会」を推進組織として、ガバナンス機能の一層の充実を図るとともに、内部
統制の中心課題であるリスク管理、コンプライアンス体制整備のため「リスク管理部会」、「コンプライアンス部会」を設置し全社的なCSRの推進体
制の強化を図っております。

１　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　1) 当社及び当社グループ会社に係わる重要事項は、法令及び定款に従い取締役会で決定します。

　2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保し、かつ社会的責任及び企業倫理の課題を果すため、「社是」及び「企業理念」

　　　のもと、「ＣＳＲ基本方針」、「大日精化グループ企業倫理憲章」、「役職員行動規範」などを制定し周知徹底させます。

２　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　1) 当社は「情報セキュリティ管理規程」及び「文書保存管理規程」を定め、業務上の情報の保存・管理に関して適切な運用を行います。

　2) 取締役の職務の執行に係る取締役会議事録、稟議書等に係る情報については、取締役及び監査役がこれらの情報を必要とするときにはい

　　　つでも閲覧することができるよう、適切に保存します。

３　損失の危機管理に関する規程その他の体制

　　　様々なリスクに対応するため、「リスク管理規程」を定め、業務を分掌・管理する各々の機構組織部門において管理します。また、取締役を責

　　任者として組織されているＣＳＲ・リスク管理推進本部がリスク評価を進めると共に、全般的なリスクを統括します。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜

　　　臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、経営トップ及び関係する取締役によって構成される

　　　常務会において事前審議し、取締役会にて執行決定を行います。

　　　また、予算、進捗管理、決算、投資に関わる重要案件については関係する取締役及び機構組織のメンバーによって構成される損益管理委

　　　員会にて審議します。

　2) 取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織分掌規程」、「職務権限規程」を定め、それぞれの権限とその責任の範囲を明確にしま

　　　す。

５　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保し、かつ社会的責任及び企業倫理の課題を果たすため、「社是」及び「企業理

　　念」のもと、「ＣＳＲ基本方針」「大日精化グループ企業倫理憲章」「役職員行動規範」などを制定し周知徹底させます。

　　また、ＣＳＲ・リスク管理推進本部は、コンプライアンス相談・通報窓口を通じてコンプライアンス違反の早期発見・是正の体制を整備します。

６　当社及び当社グループ会社における業務の適正を確保するための体制

　1) 当社及び当社グループ会社の適正な業務の推進を確保するために「関係会社管理規程」、「職務権限規程」において子会社の決裁、報告の

　　　基準を定め、子会社の自主性を確保しつつ、重要事項に関し当社の業務担当部門が関与することにより、報告・決定が適正に行われる体制

　　　を整備します。

　2) 当社及び当社グループ会社の全てに適用される「リスク管理規程」を定め、CSR・リスク管理推進本部がリスクの評価及び情報の共有を図る

　　　と共にリスク管理体制を整備します。

　3) 当社及び当社グループ会社の全てに適用される、「社是」「企業理念」「大日精化グループ企業倫理憲章」「役職員行動規範」「コンプライアン

　　　ス規程」等の諸規程を定め、当社及び当社グループ会社の業務の適正を確保するための体制を整備します。

７　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監査役の当該使用人に対する指

　　示の実効性の確保に関する事項

　1)　監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命することとしております。

　2)　監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動等については監査役会の同意を要件とし、取締役からの独

　　　立性を確保します。

　3)　監査役補助者は、その職務を行うに当たっては監査役の指示にのみ従うものとすることにより、監査役の監査役補助者に対する指示の実

　　　効性を確保します。

８　監査役への報告に関する体制、及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

　1)　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人は、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度

　　　報告するものとします。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができます。

　2)　当社グループでは、内部通報制度を拡充し、使用人が監査役に対して直接通報できるシステムを導入し、「CSR・リスク管理推進本部」に通

　　　 報された情報は、監査役とも共有化される体制を構築しております。

　3)　当社グループでは、監査役に報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いをしない旨の定めを「内部通報規程」に置く

　　　ことにより、当該不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制を整備します。

９　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、監査役の請求等の内容が明らかに当該職務に必要でないと認めら

　　れる場合を除き、当該請求等に従い速やかに処理を行います。

10 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　1) 監査役は、取締役会に出席すると共に、重要事項を審議及び報告する会議に出席します。

　2) 監査役は必要に応じて稟議書等の関係資料を閲覧することで、監査の実効性を高めます。

11 金融商品取引法に基づく内部統制の整備体制

　　　金融商品取引法第24条第４項第４号に規定する「内部統制報告書」の有効かつ適切な提出のため、「財務報告に係る内部統制委員会」が主

　　管して財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムを構築すると共に、内部統制が適正に機能していることを継続的に評価し、必

　　要があれば適切な是正・指導を行う体制を整備します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社及び当社グループ会社は、「大日精化グループ企業倫理憲章」と「役職員行動規範」により反社会的勢力及び団体とは決して関わりを持た
ず、圧力を受けた場合は毅然とした対応をとります。

　また、一層複雑化する反社会的勢力からの被害を防止するために、「反社会的勢力排除宣言」を作成し、総務部が関係機関との密接な連携を
取りながら、社内啓発活動を行います。また、当社グループ会社の関係部門との協力・連携体制を強化します。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

　会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「会社の支
配に関する基本方針」といいます。）の内容は以下のとおりであります。

１　会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、企業価値の様々な源泉、当社をご支持くださる多数のステーク

ホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上させる者でなければならないと考えております。

　当社株主の在り方は、当社株式の市場における自由な取引を通じて決定されるものであり当社の支配権の移転を伴う大規模な買付提案等がな

された場合であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、一概に否定するものではなく、これに応じるか否かの

ご判断も、最終的には株主の皆様のご意思に基づき行われるべきものと理解しております。

　しかしながら、近年、資本市場における株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的が当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を損なうことが明白であるもの、当社や株主の皆様に対して買付けに係る内容及び代替案等を検討するための十分な時間や情報を提供しないも

の、買付けに応じることを株主の皆様に強要するような仕組みを有するもの、買付条件が不適切であるもの等々、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資さないものも想定されます。

　このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切でないと考えております。

２　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

　当社は、1931年（昭和６年）に顔料の製造・販売を目的に設立し、プラスチック時代の幕開けとなった1940年代半ばより、国産化・自社開発に拘り

ながら各種プラスチック製品の着色化に貢献、また合成繊維の誕生に合わせて化・合成繊維の原液着色の技術を開発しました。1970年代より海

外市場へ展開し、日本企業の海外進出に合わせ、エリアを拡大してまいりました。創業以来培ってきました技術の継承と新規分野の研究開発を

背景に、材料特性を熟知した素材メーカーとして、カラー化時代の先取りと様々なユーザーニーズに応える分散・加工・配合等の基本技術と応用

展開の結実として、現在、各種合成樹脂着色剤、各種印刷インキ、合成樹脂に加えて時代の要請に即した機能性付与製品や情報記録関連の製

品、環境配慮型製品まで多様な製品ラインアップを擁し、広範な業界の多数のお取引先から厚い信頼を得ております。

　このように、当社は創立以来蓄積してきた「有機無機合成・顔料処理技術」「分散・加工技術」「樹脂合成技術」の３つのコア技術を企業価値の源

泉とし、品質・コスト競争力とブランドの向上に努めながら、株主の皆様、取引先の皆様、従業員、さらには地域社会等との長年に亘る信頼関係を

構築しております。これらは、数値に表れ難い企業価値として重要な要素と認識しております。

　当社は、「大日精化環境方針」、「環境に関する経営基本方針」を制定しております。人類文化の保護発展と自然環境を護り、「環境・安全・健

康・品質」を良好に保つことを企業目的の一つとしております。国際規則及び国内外の関係法令を順守するとともに、企業活動に伴う資源・エネル

ギーの効率的な利用、産業廃棄物の減量、再資源化・再利用化、安全のための予防・緊急対策等をも含めて化学メーカーとしての行動指針とし

ております。

　また、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化を通じて、経営の透明性及び効率性を確保し、株主の皆様をはじめとするステークホルダー

の信頼をより高め、社会責任を全うするため、ガバナンス機能の充実が経営上の重要な課題であると認識しております。法令順守及びリスク管理

等の徹底のために、「ＣＳＲ・リスク管理推進本部」を設置し、内部監査の独立部門である内部監査室と情報の共有化を図り、内部統制システムの

充実に積極的に取り組んでおります。

　以上、当社では多くの投資家の皆様に中長期的に当社への投資を継続していただくため、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の

ため、役員・社員一丸となって上記のような取組みを実施しております。今後とも株主の皆様、お取引先、従業員、地域社会等のステークホルダ

ーからの信頼を磐石なものとするため一層その充実、拡充に努める所存であります。これらの取組みは上記１会社の支配に関する基本方針の

実現にも資するものと考えております。

３　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取組み

　当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるための取組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下「本プラン」といい

ます。）について、2017年6月29日開催の第114期定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）において、株主の皆様にご承認いただき継続し

ております。

　本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付

行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買

付者」といいます。

　本プランにおける大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関しては、次のとおり一定のルール（以下「大規模買付ルール」といい

ます。）を設けており、大規模買付ルールによって、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②必要情報

の提供完了後、対価を現金のみとする公開買付による当社全株式の買付けの場合は最長60日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最

長90日間を当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締役会評価期間、また株主検討期間を設ける場合には取締

役会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

　本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じませ

ん。ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすな

ど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当て等、会社法そ

の他の法律及び当社定款が認める検討可能な対抗措置をとることがあります。

　このように対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立ち、当社の業務執行を行

う経営陣から独立している社外監査役または社外有識者から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮

問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。当社取締役会は、対抗措置を発動するか

否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。なお、本プランの有効期限は2020年6月に開催予定の当社第117期定

時株主総会の終結の時までとします。本プランは、本株主総会において継続が承認され発効した後であっても、①当社株主総会において本プラン

を廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた場合、②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議等が行われた場合には、その



時点で廃止されるものとします。

　継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.daicolor.co.jp/）に掲載しております。

４　本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないことについて

　本プランは、①買収防衛策に関する指針において定める三原則を充足していること及び経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年（平

成20年）6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっていること、②当社の企

業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること、③株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映する

ものであること、④独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会の判断を重視するものであること、⑤デッドハンド型やスローハンド型買

収防衛策でないこと等の理由から、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものでなく、かつ、当社の会社役員の地

位の維持を目的とするものではないと考えております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．適時開示が必要な各種会社情報は、担当取締役（情報取扱責任者）及び経理・財務本部が当社各部門・グループ会社より適時に報告を受け、
一元的に把握・管理することにより、網羅的かつ適時に開示できる体制を構築しております。

２．開示要否の検討・開示資料作成担当取締役（情報取扱責任者）及び経理・財務本部と関係部門において、収集された全ての各種会社情報を
適時開示規則に照らし合わせて検討して適時開示の是非を判断し、開示が必要と判断したものについて開示資料を作成します。

３．決議もしくは承認開示資料を作成後、取締役会の決議もしくは承認を得ることで、開示資料の公式性を確保しております。

４．開示決議もしくは承認を受けた開示情報は、ＴＤｎｅｔシステムを利用して東京証券取引所に開示することで、公表の公平性に配慮しておりま

す。




